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アルファベット 

ＣＡＳＢＥＥ 

建築環境総合性能評価システム（CASBEE：

Comprehensive Assessment System for Built 

Environment Efficiency）の略。省エネルギ

ーや環境負荷の少ない資機材の使用といっ

た環境配慮はもとより、室内の快適性や景観

への配慮なども含めた建物の品質を総合的

に評価するシステムで５段階（Ｓ・Ａ・Ｂ＋・

Ｂ－・Ｃ）に格付けされる。 

横浜市建築物環境配慮制度は、建築主がそ

の建物の「建築物環境配慮計画」を作成する

ことによって、建築物の省エネルギー対策や

長寿命化対策、周辺のまちなみとの調和、緑

化対策などを項目ごとに評価し、総合的な環

境配慮の取組を進めるもので、届出制度と認

証制度の２段構成になっている。 

建築物環境配慮計画は、「ＣＡＳＢＥＥ-

建築（新築）」を基本として、横浜市の制度

用に編集した「ＣＡＳＢＥＥ横浜」を用い

て作成。戸建住宅については、「ＣＡＳＢＥ

Ｅ横浜[戸建]」を使用。 

 

ＨＥＭＳ 

Home Energy Management System の略。

家庭内のエネルギー管理システムのこと。

家電製品などの消費電力が可視化され、効

率的な節電、蓄電をコントロールし、二酸

化炭素削減と、快適なライフスタイルの両

立をサポートする。（「次世代エネルギー・

社会システム実証プロジェクト『スマート

コミュニティ』（2014（平成 26）年１月）」

（資源エネルギー庁）) 

 

ＮＰＯ 

Non-Profit Organization の略。様々な

社会貢献活動を行い、営利を目的としない

団体の総称で、民間非営利組織などと訳さ

れる。1998（平成 10）年３月に成立した「特

定非営利活動促進法（NPO 法）」により、ま

ちづくりの推進等 20 分野に該当する活動

を行い、同法の要件を満たす団体は、「特定

非営利活動法人（NPO 法人）」として法人格

を取得できる。（「横浜市住生活基本計画

（2012（平成 24）年３月）」（横浜市建築局）） 

 

あ行 

インフラ 

インフラストラクチャー（infrastructure）

の略。社会、経済、産業などの都市活動を

維持し、発展を支える基盤のことであり、

都市構造の基幹的部分を指す。都市計画に

おいては道路、公園・緑地、上下水道、河

川などが該当する。 

  

用語解説 
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オープンスペース 

建築物のない一定の地域的広がりのこ

と。植生や水面などの状態から、環境の質

的向上や住民のレクリエーションの需要に

応えるもの。 

 

か行 

幹線道路 

高速道路を除く都市計画道路及び４車

線以上の国道及び県道のこと。都市内にお

けるまとまった交通を受け持つともに、都

市の骨格を形成する。 

 

急傾斜地崩壊危険区域 

急傾斜地の崩壊による災害を防止する

ため、急傾斜地の崩壊による災害の防止に

関する法律に基づいて神奈川県が指定した

区域のこと。傾斜角度が 30 度以上、高さが

５ｍ以上、被害を受ける恐れのある人家が

５戸以上であることが指定の基準。区域に

指定されると、切土、盛土、伐採などの行

為を行うには許可が必要となり、一定基準

を満たす場合、県が急傾斜地崩壊防止工事

を行う。 

 

狭あい道路 

幅員４ｍ未満の道で、一般交通の用に供

されている道路のこと。 

 

 

狭あい道路整備促進路線 

幅員４ｍ未満の狭あい道路のうち、地域

の安全性や利便性の向上が見込めるとして、

横浜市が狭あい道路の整備の促進に関する

条例に基づき指定した路線のこと。 

この路線では、狭あい道路拡幅整備事業

により、後退した用地における門・塀の撤

去費や移設費への助成と市による舗装工事

を実施している。 

 

協働 

公共的サービスを担う異なる主体が、地

域課題や社会的な課題を解決するために、

相乗効果をあげながら、新たな仕組みや事

業を創りだしたり、取り組むこと。（「協働

推進の基本指針（2012（平成 24）年 10 月）」

（横浜市市民局）） 

 

緊急輸送路 

地震等の大規模災害発生直後から救助

活動人員や物資等の緊急輸送を円滑かつ確

実に行うため、道路管理者等が事前に指定

する路線のこと。 
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区民文化センター 

各区の文化活動の特性にあわせた市民

に身近な文化活動の拠点施設のこと。 

 

景観協定 

良好な景観の形成を図るため、土地所有

者等が全員の合意によって地区の景観に関

するルールを定める制度のこと。建築物の

敷地、位置、構造、用途、意匠等に加え、

緑地の保存や、景観に関する取組等も定め

ることができる。 

 

景観計画 

景観法に基づき、地域の景観形成に応じ

て、区域や良好な景観形成のための方針、

建築物の建築等に対する基準（景観形成基

準）等を定めることができる制度のこと。 

 

建築協定 

各地域で望ましい建物の建て方等につ

いて、土地の所有者等が「約束（協定）」を

互いに取り決め、地域で「協定運営委員会」

を組織して守りあっていくもの。横浜市長

の認可を受けることにより、建築協定区域

内で土地の所有者等が変わっても協定の効

力が引き継がれる。（「いちからつくる建築

協定（2014（平成 26）年５月）」（横浜市都

市整備局）参考） 

 

 

 

広域避難場所 

地震による延焼火災のふく射熱や煙から市民

の生命・身体を守るために避難する場所のこと。 

 

公開空地 

横浜市市街地環境設計制度によって設

けられる敷地内の歩道や広場のこと。一般

の人が通常自由に通行又は利用（占用的利

用は除く。）できるものとし、原則として終

日一般に開放できるものとする。（「横浜市

市街地環境設計制度（2015（平成 27）年４

月）」（横浜市建築局）） 

 

コージェネレーションシステム 

発電をしながら、同時に発生する熱を冷

房・暖房・給湯・蒸気などに有効利用する

システムのこと。一般に、燃料を燃やす火

力発電所のエネルギー効率は 40％程度だ

が、コージェネレーションシステムでは電

気と熱利用をあわせた総合効率は 80％近

くになり、省エネルギー、二酸化炭素削減

効果がある。 

また、電力需要のピーク時に稼働させる

ことによって、電力会社から供給される商

用電力の負荷を平準化させることができる。 

さらに、コージェネレーションと商用電

力が連系することで、電源の二重化・安定

化によるエネルギーセキュリティの向上を

図ることができる。  
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コミュニティビジネス 

地域資源を生かしながら地域課題の解

決を「ビジネス」の手法で取り組むもの。

地域の人材やノウハウ、施設、資金を活用

することにより、地域における新たな創業

や雇用の創出、働きがい、生きがいを生み

出し、地域コミュニティの活性化に寄与す

るものと期待されている。 

 

さ行 

再生可能エネルギー 

永続的に利用することができる非化石

エネルギー源から得られるエネルギーのこ

と。石油などの化石燃料とは異なり、エネ

ルギー源が絶えず再生・供給されるので、

地球環境への負荷が少ない。具体的には、

太陽光、太陽熱、水力、風力、地熱、大気

熱、バイオマスなどが挙げられる。（「横浜

市環境管理計画（2015(平成 27)年１月）」

（横浜市環境創造局）） 

 

市街化区域 

都市計画法第７条に規定される区域。 

すでに市街地を形成している区域及び

おおむね 10 年以内に優先的かつ計画的に

市街化をはかるべき区域のこと。 

 

市街化調整区域 

都市計画法第７条に規定される区域。 

市街化を抑制すべき区域のこと。 

市街地再開発事業 

都市再開発法に基づき、市街地内の老朽

木造建築物が密集している地区等において、

細分化された敷地の統合、不燃化された共

同建築物の建築、公園・広場・街路等の公

共施設の整備等を行うことにより、都市に

おける土地の合理的かつ健全な高度利用と

都市機能の更新を図る事業のこと。 

 

市民の森 

緑の環境をつくり育てる条例及び横浜

市市民の森設置事業実施要綱に基づき、お

おむね２ha 以上のまとまりのある樹林地

などを対象に、土地所有者と原則 10 年間以

上の市民の森契約を結び、広場、散歩道、

ベンチなど簡易な施設整備を行い、市民に

憩いの場を提供するもの。散策路や広場の

清掃・パトロールなど通常の管理は、地域

の「市民の森愛護会」が行い、所有者には

奨励金を交付している。 
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市民利用型農園 

収穫体験から本格的な農作業まで、さま

ざまな市民ニーズに対応して開設された各

種農園の総称。収穫体験農園、環境学習農

園、栽培収穫体験ファーム、農園付公園、

特区農園の５種類。（「横浜みどりアップ計

画（計画期間：平成 26-30 年度）（2013（平

成 25）年 12 月）」（横浜市環境創造局）） 

 

遮熱性舗装 

表面に太陽光を反射する塗料等を塗布

することで、舗装の温度上昇を抑制する性

能を持つ舗装のこと。 

 

スプロール 

Sprawl。都市が急速に発展し、周辺へ無秩序

に市街地が広がる現象のこと。道路、上下水道、

電気その他の都市施設が整備されず、市街地化

が進むため都市問題を激化させることになる。 

 

生物多様性 

生物の間にみられる変異を総合的に指す

言葉。様々な生物の相互作用から構成される

様々な生態系の存在「生態系の多様性」、様々

な生物種が存在する「種の多様性」、種は同

じでも持っている遺伝子が異なる「遺伝的多

様性」からなる３つのレベルの多様性により

捉えられる。（「横浜市環境管理計画（2015

（平成 27）年１月）」（横浜市環境創造局）） 

 

 

線引き 

市街化区域と市街化調整区域の区域区

分のこと。 

 

た行 

地域交通サポート事業 

坂道が多い横浜では、既存バス路線がない

地域などで、住民の方々が集まり、生活に

密着した交通手段の導入に向けて取組を行

っているケースが多く見られる。このよう

な地域の主体的な取組がスムーズに進むよ

う様々な支援を行うことにより、公共交通

の実現を目指す事業のこと。 

 

地区計画 

都市計画法に基づいて定める特定の地区・

街区レベルの都市計画のこと。まちづくり

の方針や目標、道路・広場などの公共的施

設（地区施設）、建築物等の用途、規模、形

態などの制限をきめ細かく定める。横浜市

では、地区計画における建築物等の制限内

容等について、建築基準法、都市緑地法及

び景観法に基づき、地区計画の区域内にお

ける建築物等の制限に関する条例に定めて

いる。 
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透水性舗装 

雨水を地中に浸透させることを目的とした

舗装のこと。主として歩道の舗装に用い、

歩道上の水たまり発生の軽減や地下水のか

ん養等の効果がある。 

 

特別緑地保全地区 

「都市緑地法」に基づき、都市における良好

な自然環境となる緑地において、建築行為など

一定の行為の制限などにより現状凍結的に保

全し、都市計画に位置付ける地域地区のこと。 

 

都市型住宅 

敷地を有効に活用した中高層集合住宅。

店舗やオフィスとの複合的な集合住宅など、

都心に近い立地で、職住の近接や高度の文

化的生活など多様な居住ニーズに対応しよ

うとする住宅。（「横浜市都市計画マスター

プラン全体構想（2013 年（平成 25 年）３

月）」（横浜市都市整備局）参考） 

 

都市計画基礎調査 

都市計画法第６条第１項の規定により、

都道府県が、都市計画区域について、おお

むね５年ごとに、都市計画に関する基礎調

査として、人口規模、産業分類別の就業人

口の規模、市街地の面積、土地利用、交通

量等に関する現況及び将来の見通しについ

ての行う調査のこと。 

 

 

都市計画道路 

都市計画法第 11 条の規定に基づき、あ

らかじめルート・幅員などが決められた、

都市の骨格となり、まちづくりに大きく関

わる道路のこと。 

 

都市施設 

都市計画に定めることができる、都市計

画法第 11 条第１項各号に掲げる以下の施

設のこと。 

1. 道路、都市高速鉄道、駐車場、自動車 

ターミナルその他の交通施設 

2. 公園、緑地、広場、墓園その他の公共空地 

3. 水道、電気供給施設、ガス供給施設、下

水道、汚物処理場、ごみ焼却場その他の

供給施設又は処理施設 

4. 河川、運河その他の水路 

5. 学校、図書館、研究施設その他の教育文

化施設 

6. 病院、保育所その他の医療施設又は社会

福祉施設 

7. 市場、と畜場又は火葬場  

8. 一団地の住宅施設 

9. 一団地の官公庁施設 

10. 流通業務団地 

11. 一団地の津波防災拠点市街地形成施設 

12. 一団地の復興拠点市街地形成施設 

13. その他政令で定める施設 
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土地区画整理事業 

道路、公園、河川等の公共施設を整備・

改善し、土地の区画を整え宅地の利用の増

進を図る事業のこと。公共施設が不十分な

区域では、地権者からその権利に応じて少

しずつ土地を提供してもらい（減歩）、この

土地を道路・公園などの公共用地が増える

分に充てるほか、その一部を売却し事業資

金の一部に充てる。 

 

な行 

農業振興地域 

農業振興地域の整備に関する法律に基

づき、今後とも農業の振興を図るべき地域

として、知事が指定する地域のこと。 

 

農業専用地区 

まとまりのある優良な農地の確保によ

り、都市農業の確立と都市環境を保全する

ことを目的として、横浜市独自の制度とし

て市長が指定した地区のこと。農業振興地

域内で、農業生産性の向上及び地域農業の

健全な発展が見込まれる面積 10ha 以上の

地区を指定。 

 

農用地区域 

農業振興地域内の土地で、今後長期間にわた

り農業上の利用を図るべき土地の区域を指す。

農業振興地域の指定を受けた市町村が作成す

る「農業振興地域整備基本計画」で定められる。 

 

は行 

パーソントリップ調査 

「人（Person）の動き（Trip）」から都

市を分析していく調査（ＰＴ調査ともいう。）

で、「どのような人が」「どのような目的で・

交通手段で」「どこからどこへ」移動したか

などを調べるもの。鉄道や自動車、徒歩と

いった各交通手段の利用割合や交通量など

を求めることができる。東京都市圏におい

ては、日常的に一体的な経済、社会活動が

行われている圏域として、東京を中心とし

た通勤交通圏域を一つのまとまりある都市

圏として、1968（昭和 43）年以降、10 年ご

とに実施している。 

  



 

66 横浜市都市計画マスタープラン瀬谷区プラン 

バリアフリー／化 

歩道の段差解消など、高齢者、障害者等

が生活するうえで、行動の妨げとなる障壁

を取り去り、高齢者、障害者等にやさしい

生活空間を作りあげること。また、物理的

な障壁ばかりでなく、高齢者、障害者等が

社会参加をするうえで、精神的にも障害が

ないことも意図する。（「横浜都市交通計画

（2008（平成 20）年３月）」（横浜市都市整

備局）） 

 

ふれあいの樹林 

市街化区域内の小規模樹林地等（１～２

ha）を対象に、所有者と原則 10 年間以上の

賃貸借契約を結び、広場、散策路などの施

設整備を行い、地域のふれあいの場として

活用しているもの。散策路や広場の清掃、

パトロールなど通常の管理は、周辺の住民

を中心とした愛護会が行う。 

 

米軍施設・区域 

日米安全保障条約に基づき日本が米軍

に提供している施設及び区域。市内には約

150ha（2015（平成 27）年７月時点）の米

軍施設及び区域が存在している。 

 

保水性舗装 

空隙の多い舗装に水を吸収する保水材

をしみこませた舗装のこと。この水分が蒸

発する際の気化熱により路面温度の上昇を

抑制する効果がある。 

 

ま行 

緑の 10 大拠点 

横浜市水と緑の基本計画に位置付けら

れている市内におけるまとまった緑のこと。

こどもの国周辺地区、三保・新治地区、川

井・矢指・上瀬谷地区、大池・今井・名瀬

地区、舞岡・野庭地区、円海山周辺地区、

小柴・富岡地区、都田・鴨居東本郷・菅田

羽沢周辺地区、上飯田・和泉・中田周辺地

区、下和泉・東俣野・深谷周辺地区の 10

カ所がある。 
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や行 

横浜環状道路 

横浜市の骨格となる自動車専用道路の

こと。横浜の都心から半径 10～15km を環状

に結ぶ計画で 2014（平成 26）年現在は南線

（横浜横須賀道路釜利谷ジャンクション～

（仮称）戸塚インターチェンジ）・北線（第

三京浜道路港北ジャンクション～横浜羽田

空港線生麦ジャンクション）・北西線（東名

高速道路横浜青葉インターチェンジ・ジャ

ンクション～第三京浜道路港北ジャンクシ

ョン）が事業中となっている。また、西側

区間については、事業中の路線の進捗状況

を見ながら検討を進めることとしている。 

 

ヨコハマ市民まち普請事業 

市民が地域の特性を生かした身近な生

活環境の整備（施設整備）を、自ら主体と

なって発意し実施することを目的として、

身近なまちのハード整備に関する提案を募

集し、２段階の公開コンテストで選考され

た提案に対して最高 500 万円の整備助成金

を交付するなど、市民が主体となった整備

の支援を行う事業のこと。 

 

 

 

 

 

 

ら行 

ライフライン 

Life line。都市生活の維持に必要不可

欠な、電気・ガス・水道・通信・輸送など

をいう語。多く、地震対策との関連で取り

上げられる。生命線。（「大辞泉第二版（2012

（平成 24）年 11 月）」（小学館）） 

 

流域 

河川に流れ込む雨水（氷雪水も含む。）

が降り集まる地域のこと。集水域又は排水

域ともいう。（「横浜市環境管理計画（2015

（平成 27）年１月）」（横浜市環境創造局）） 

 

緑地保存地区 

「緑の環境をつくり育てる条例」及び「横浜市

緑地保存事業実施要綱」に基づき、市街化区域に

おける500㎡以上のまとまりのある樹林地を対象

に、土地所有者と緑地保存契約を結び、市街化区

域の身近な樹林地を保全する制度のこと。 

 

緑被率 

緑の現状を量的に示す指標の一つ。横浜市

ではまとまりのある緑の総量の推移を中長

期的に把握することを目的として調査して

おり、航空写真から 300 ㎡以上のまとまり

のある緑を目視判読し、市域面積に占める

割合を算定している。 

 


